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はじめに　　　　　　　　　　　　　▼

　学部とは、大学の組織の一部局にすぎない。

しかし、教育面から見ると、実は学部単位で取

組むべきことがほとんどである。だからこそ、

学部改革は大学全体の成果を左右する重要な課

題であるといえる。

　本稿では、学部長による学部運営を「学部マ

ネジメント」と呼ぶこととしたい。この言葉は

あまり一般的ではない。しかし、筆者は学部が

主体的に改革を進めていくことが必要だと強く

考えている。それを主導するのは学部長である。

そこで、以下に筆者が学部長として実際に取組

んだことを事例として紹介しつつ、「学部マネジ

メント」の内容を示していきたい。

　そのうえで、「学部マネジメント」を成立させ

る全学のガバナンス体制とはいかなるものかに

ついても論じることとしたい。

1．大学改革における
学部と学部長の位置づけ　▼

　大学教育の基本単位は学部である。定員やカ

リキュラムは学部ごとに定められており、教員

も多くの場合、学部に所属する。

　実際のところ、学部には、教育課程の再編成

にとどまらず、志願者増加と入学者確保、中途
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特集 　大学の部局マネジメントを考える

退学や成績不振問題の減少、就職状況の向上と

いった様々な課題が押し寄せる。

　したがって、教育改革も学部単位の取組みが

求められている。カリキュラム・マネジメント

などは、学部の主体的な取組みなくして実施で

きるものではない。

　では、学部はこれらの課題に対してどのよう

に取組めばよいのか。その際に学部長はどのよ

うな役割を果たすべきなのであろうか。

　学部長は、学校教育法第92条第5項において、

「学部に関する校務をつかさどる」と規定されて

いる。また、学部長の職務とは、「学部運営上必

要な事柄について、学部段階では学部長の責任

と権限に基づいて処理する」とされている。

　他方、中教審の質的転換答申では、「学部長の

選任に当たっては、学長のリーダーシップの下

で教学マネジメントを担い、大学教育の改革サ

イクルの確立を図るチームの構成員としての適

任性という観点も重視する」と述べられている。

　このように最近では、学部長は学部の責任者
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2．学部マネジメントの構図　　　　  ▼

　学部マネジメントとは3つの要素から構成され

ると考える。第一に、学部の教育課程の編成や運

用を行い、学部内質保証教育制度を構築すること

である。第二に、学部教員の組織化をすすめ、フ

ラットな人間関係にもとづく教職員チームを作る

ことである。第三に、学部の付加価値や魅力を外

部に発信し、様々なステイクホルダーとの対話を

通じた信頼関係を構築することである。

　学部長は、これらの①学部教育制度の構築、

②学部教員の組織開発、③対外コミュニケーショ

ン、という3つの要素を相対立させることなく同

時に実現させるタスクを背負う。それをいかに

実行すればよいのだろうか。ここでは筆者の経

験から5つの取組みを紹介したい。

（1）学部ミッションの再定義と

　　　　　　　　　　　改革の方向性の策定

　募集上苦戦している等、様々な課題を抱えて

いる学部は、学部のミッションや改革の方向性

が曖昧であることが多い。

　伝統的な学部においては、学部の専門性をも

とにしたアイデンティティを問い直すことなく、

○○学部だから○○という専門分野を教えれば

よいという発想から抜けきれていないことがあ

る。また、近年新設されることの多い複合分野

学部では、学部全体の方向づけがあいまいだと、

各専門分野の独自性が強化されがちになる。そ

うなると学部としての統一感が失われてしまう。

　そこで、学部長が第一に取組むべきことは、

学部のミッションを再定義し、改革の方向性を

明確にすることである。そのためには大学の建

学の理念、学部が置かれた現状や社会変化、教

員等の学部内資源の状況、卒業生の動向などを

というよりも、「大学の責任者である学長の下に

あり、その統督を受ける」という視点が強調さ

れるようになってきた。

　これは教授会の権限の変化とも関連している。

教授会の地位については、「大学運営における学

長のリーダーシップの確立等のガバナンス改革

を促進するため」という理由によって、学校教

育法が改正された。教授会は、「重要な事項を審

議」する役割から「学長が決定を行うに当たり

意見を述べる」役割へと権限が弱められた。こ

うした変化を受けて、学部長には大学全体のマ

ネジメントを担うための一員であることが期待

されている。学部長は部局のトップというより

もミドルマネジャーとしての役割が強調される

ようになったのである。

　しかし、いまだに「学部が動かない」という

声はよく聞く。その理由は、学部教授会の権限

を弱めた一方で、学部を改革する学部長の役割

を見直してこなかったからではないだろうか。

　昨今の大学改革の中で、学部長のあり方につ

いてはほとんど議論されていない。教学改革は

学長のリーダーシップの下で全学的な取組みの

一環として行われることが多い。学部長はどち

らかといえば受身的な立場に置かれている。学

部長の権限がほとんどない大学もある。

　だが、学部の内部に改革を推進するメカニズム

が備わっていなければ、全学レベルで改革に取組

んだところで、結局のところ、最も改革が進んで

いない学部のペースに大学全体が巻き込まれ、低

位水準化への道を歩んでしまう恐れがある。大学

のガバナンス改革の中で検討すべきは、全学的な

方針と歩調を合わせながらも、各学部が自律的に

改革を進めるための学部長主導による学部マネジ

メントではなかろうか。
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踏まえる一方で、専門分野にこだわりすぎる発

想から抜け出る必要がある。そのうえで、学部

の根幹となるアイデンティティや存在価値を見

い出し、広い視野から学部で育成したい力を明

確に位置づける。このようにして、学部改革の

方向性を内外に打ち出すことが求められるので

ある。

　筆者の前職である九州国際大学法学部では、

法学教育に対する固定観念が強く、多様化する

学生とのギャップを埋められずにいた。筆者は、

学部長として教育改革を進め、カリキュラム改

革を検討する中で、「本当のところ、我々は誰に、

何を、いかに提供すべきか―法学部の存在価値

はどこにあるのか？」と問い、3つのポリシーを

次のように言い換え、文言上ではなく実体とし

ての3ポリシーの輪郭をはっきりさせるために

「本音の3ポリシー」として提示した。

【誰に（who）】「勉強が嫌い／苦手で、将来の

目標が曖昧な学生」

【何を（what）】社会で自立して生きるための

支えとなる「確かな学力と生きる力」

【いかにして（how）】知識、思考の方法、幅

広い興味関心を全員が段階的に修得できる

カリキュラム

　そのうえで、同大学法学部の社会的存在価値

を次のように捉え直した。

　本学法学部の存在価値は、最後の学校（＝

セイフティーネット）として、「勉強ができな

い」「ヤル気のない」学生を引き受け、「勉強

ができる」「ヤル気のある」学生にして、社会

に送り出すことにこそある。「偏差値の壁をこ

える」教育成果を生み出す方法を組織的に作

り上げ、日本の高等教育が抱える課題を本学

なりに解決する方法を示すことこそが、本学

の存在価値であると同時に生き残る道である。

　これらの内容をもとにパンフレットを作成し、

広報活動を開始した。高校の先生からは「思い

切った表現をしましたね」と言われつつも、「目

の前の学生に向き合おうという覚悟を感じる」

という評価もいただいた。

　また、このように学部の教育方針が定まると、

それまで少しでも学力が高い学生を求めようと

しつつ、目の前の大多数の学生を認めようとし

なかった教員たちが、学生に対する対応を少し

ずつ変化させていった。さらには、このポリシー

のもとで真に教育力を高めるためには科目数は

むしろ減少させたほうがよいという合意ができ、

専門科目の相互関連性を明確にした上で、科目

数を半減させたカリキュラムを導入することに

もつながったのである。

　このように、学部の存在意義を問い直し、ミッ

ションの再定義を行うことは、教員の意識や教育

の姿勢を変えるだけでなく、カリキュラムの改正

という制度的な変化をも可能にするのである。

　次に、筆者が2016年度に着任した北陸大学未

来創造学部（2017年度より経済経営学部に名称

変更）の事例を紹介したい。同学部では、経済学、

経営学、法律学、簿記会計、IT、スポーツマネ

ジメント等の多数の専門分野で構成される複雑

なカリキュラムが導入されていた。専門分野は

コースごとに細分化されており、全体的に科目

数はあまりに多く、学部として統一された目標

人材像も事実上存在しなかった。

　改革の方向性を探っていくうちに、筆者は、

同学部の授与する学士号が「マネジメント学」

である点に着目した。学士（経済学）や学士（経
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営学）を授与する学部と異なり、同学部におい

ては専門教育それ自体が目的とならず、「マネジ

メント力」を身につけさせることこそ、この学

部の本質的な存在意義であると位置づけた。そ

れは、専門教育を行いながらも、学生の汎用的

能力の育成を重視することを意味する。

　そこから、学部の人材養成の目的を「地域社

会のニーズに応えられるマネジメント力を持っ

た人材の育成」とし、マネジメント力とは、「組

織・社会・自己の課題に対して新しいやり方で

ものごとを変え、実際に成果をあげられる力」

であるとした。さらに、経済学・経営学・法律

学・会計学・ITの5分野を「社会人の必須5教科」

と名付け、社会で求められる知識や技能を身に

つけられる学部としてアピールすることにした。

また、マネジメント力とは知識だけでなく、思

考力・判断力・表現力や、主体性・協働性・多

様性といった、いわゆる「学力の3要素」のすべ

てが関わると位置づけた。

　これらは、抽象的な文言レベルの話ではない。

ミッションの再定義によってステイクホルダー

の認識が変わり、組織の行動も変わる。ミッショ

ンは現実を変える力を持つのである。

　例えば、募集面では、新しいAO入試の導入に

つながった。進学説明会等でも、学部のコンセ

プトと教育内容について高校側に説明したとこ

ろ、「腑に落ちた」というコメントが相次いだ。

2017年度と2018年度の2年間を通じて、定員確

保はもちろんのこと、志願者も3倍近くまで増加

し、募集状況の大きな改善がもたらされた。

　学部内でも、様々な専門分野に分かれていた

コースの独立性を弱め、2年生のゼミも学部共通

のプログラムを導入することとなった。さらに、

2019年度導入予定の新カリキュラムは、科目数

を大幅に削減したものとなった。そのうえで、

汎用的技能を育成する科目群や、シラバスの一

部を学部で組織的に協働管理するといった新た

な取組みも導入された。

　もちろん、これらの取組みは学部長が一人で

行えるものではない。北陸大学でも、筆者が大

学に着任する1年間ほど前から同大学の教職員と

議論しつつ輪郭を作り、コンセンサスを積み重

ねていった。学部が置かれている状況や過去の

経緯、学内外の資源等をふまえなければ、実行

可能なミッションにならない。

　ただし、ミッションや教育方針を取りまとめ、

学部として策定する際には、学部長がトップダ

ウンで行った。学内外に対しても、様々なステ

イクホルダーに理解してもらうよう、筆者自身

が説明を行ってきた。学部教育の大枠を決める

際には、学部長のトップダウンによる意思決定

が不可欠である。ここでは学部長の強いリーダー

シップが求められる。

（2）肥大化した取組みを絞りこみ

　　　　　　　　　　教育課程を再編成する

　次に行うべきことは、正課・課外に広がりが

ちな様々な取組みの優先順位を明確にしたうえ

で、肥大化した取組みを絞り込んでいくことで

ある。教育の質的向上を組織的に実現するため

には、当然のことだが、教員を正課授業の改善

に集中させなければならないからである。

　しかし、募集で苦戦している学部は、多方面

からの要望を受け、他大学で行われている様々

な取組みを一貫性なくあれこれと取り入れてし

まいがちである。キャリアセンターが主導する

キャリア教育の拡大、パーソナル支援を行う担

任制への過度な依存、教員による高校訪問等の

募集活動の強化等々、授業以外の取組みが次々

と導入されていく。他方、学部でカリキュラム
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改革を行うと、科目数が“自己増殖”するがごとく

増加していく。こうして「教員の負担」は際限

なく増加していくのである。

　このような取組みが肥大化していくと、間違

いなく正課授業の質が落ちる。パーソナル支援

を強化し、面談によって退学防止や成績不振の

改善を実現しようとすると、教員たちは学生と

の面談を頻繁に行う一方で、教材開発や協働実

施などの授業改善は停滞する。また、キャリア

センターが就職プログラムを拡大するごとに、

社会で求められるスキルを育成しようという意

識が教員からは抜け落ちていく。科目数が肥大

化すれば、教員一人あたりの授業負担数が増加

し、その結果、1科目あたりの授業準備時間は確

実に減少する。

　アクティブラーニングを授業に組み込むため

には、綿密な授業設計と教材準備、それに学生

が授業で作成した成果物のフィードバック等が

不可欠である。一方向の講義に比べて1科目あた

りの負担は当然ながら増加する。しかし、担当

授業コマがあまりに多いと、こうした授業改善

はほとんど進まなくなる。

　結局、「あれもこれも」という発想が学部教育

の質的低下をもたらしていることに気づくべき

である。さらに深刻なのは、「学部が主体的に正

課授業を改善し、そのことを通じて学生を育成

する」という考え方が薄れ、「学部としては、文

科省に言われるがままに、学長に任せるがまま

にやればよいのだろう」という主体性や当事者

意識を欠いた思考が蔓延することである。その

ような学部が学生の主体性を育成しようとする

ことは皮肉以外の何物でもない。

　九州国際大学法学部では、前述したミッション

と3ポリシーの再定義を行うと同時に、カリキュ

ラム改革を進めるにあたって、以下のような「や

ること」と「やらないこと」を決定した。

・やること（組織的FDとして取り組む課題）

◯科目のねらいや達成目標が明確で、学生の

成長を確認しながら進行する授業の設計

◯科目間に関連性があり、学生の興味関心が

深まる体系的カリキュラムの整備

◯すべての科目の学習経験を通じて、社会で

自立できる力へとつながるキャリア教育

・やらないこと（≒多くの他大学がやっていること）

×学生の自主性に依存したフルスペック型（旧

帝大モデル）のカリキュラム

×一部のトップ層のみを対象として、できな

い学生を見捨てる教育

×資格取得や公務員育成をエクステンション

センターのみに依存する教育

　北陸大学においても、新カリキュラムを策定

する際に、次のような「やること」と「やらな

いこと」を定め、教授会だけでなく全学の会議

体からも承認を取り付けた。

・やること

○科目数は120程度＋αとする。

・やらないこと

×担当教員ありきの科目は配置しない。

×DPに紐付かない科目は配置しない。

　120科目＋αという科目数は、在職中の専任

教員数（22人）に対して、1人あたりのゼミを

除いた担当可能科目数を半期3コマ（年間6コマ）

と想定して算出した。

　カリキュラムの総科目数はしばしば学問体系

から導き出されがちであるが、実際のところ、

学生の学修時間は要卒単位に制約される。文系
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だと多くの大学の要卒単位は124単位である。

したがって、学生が卒業までに履修する総科目

数は多くて70科目程度でしかない。カリキュラ

ムの科目数が減ると、学生の学修時間が減ると

考える教員がいるが、それは大きな誤解である。

科目数を増やしても学生の学修時間は増加しな

いどころか、虫食い履修のリスクが増えるだけ

である。

　ともかく、以上を決定したことにより、新カ

リキュラムを構想する際に、DPと結びつかない

資格取得科目等を一気に削減することができた。

また、科目名称だけで専門科目の必要性を訴え

るような主張もほとんど登場しなかった。その

結果、2019年度より導入される新カリキュラム

では、それまで200科目あった要卒科目数を、目

標通り120科目程度に削減できたのである。

（3）効果的な教育プログラムの導入

　このようなカリキュラム改革は、筆者が北陸

大学に着任してすぐに手がけられたわけではな

い。外部からいきなり着任した学部長がそのよ

うな改革を行っても失敗する可能性が高いだろ

う。一定の時間をかけて学部の実態を把握し、

学部教員の信頼を獲得し、教員の協働体制を構

築しなければ、学部改革はなしえない。

　筆者が最初に行ったのは初年次教育改革であ

る。初年次教育改革は最も早く成果が出る。成

果が出れば教育改革の方向性に対して教員の信

頼も得られる。そこで筆者は、前任校で開発し

た初年次教育プログラムを、授業設計、教材開発、

学生支援、教員協働等の仕組みを含めてすべて

移植した。

　まず、既存のカリキュラムの中から、それまで

バラバラに行われていた1年次必修科目の「基礎

ゼミナール」とキャリア科目の「ライフプランニ

ング論」の2つをゼミ担当教員が連続して実施す

ることにした。ゼミとキャリア教育が分断される

ことには弊害が大きいと考えたからである。基礎

ゼミナールは通年4単位（90分×30回）であり、

ライフプランニング論は半期2単位（90分×15

回）の科目である。しかし、ライフプランニング

論を45分×30回と換算すれば、この2科目を連

続して合計135分で実施することできる。

　基礎ゼミナールは、リテラシー（思考力・判断

力・表現力）育成をねらいとし、ライフプランニ

ング論は「経験の言語化」（リフレクション）を

中心とした。2つの授業実施後には45分間の空き

時間ができる。その時間を担当教員による打ち合

わせとした。また、1年次必修科目の1つを文章

表現科目に転換し、この授業でも前任校で開発し

た教員協働プログラムを移植したうえで、授業終

了後に毎週打ち合わせを実施した。

　授業の協働実施を行ううえで、モデルとなる

教材や授業案があることは重要だ。「何をどのよ

うに教えるべきか」という教育観は教員によっ

て多様であり、「どのような授業を行うべきか」

という議論を始めると、意見の対立が続き、終

わりが見えなくなることも多い。

　しかし、教員の教育観の違いを一旦棚上げし、

共通教材を使いながら授業を進めてみると意外

なことが起きる。実際に学生が成長するさまを

自分の目で見ていくうちに、教材に埋め込まれ

ていた教育観や教育目標、授業設計や教材づく

りの方向性に教員も影響を受け、教員間でコン

センサスが次第に出来上がっていくのである。

教材の作成や改定を分担して行うようになれば、

教員の教材作成能力も向上する。

　そのうちに、「協働で共通教材を作成したり、

打ち合わせをするほうが様々な問題を他の教員

とともに解決できるため、時間的・精神的に楽
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になる」というメリットを多くの教員が感じら

れるようになる。授業の協働実施は、教員の負

担が高くなると思われがちであるが、実は、非

常に効率的な方法なのだ。

（4）教員間のフラットな関係づくりと教職協働

　学部の教学改革を実行するうえで最も重要な条

件は、「教員間、そして教職員間のフラットな人

間関係にもとづく自由闊達な雰囲気」であると筆

者は考える。現場の教員によるちょっとした工夫

や気づき、あるいは失敗等を自由に話せる雰囲気

があることで、協働で開発する教材の質も高まっ

ていくのである。

　学生のパーソナル支援を行ううえでも同じであ

る。一人の教員が学生の面倒をみる「担任制の強

化」は解決策につながらないことが多い。教員は

自分のクラスやゼミ以外の学生に無関心になると

ともに、自分のクラスやゼミの学生を囲い込んで

しまいがちである。そうした雰囲気が蔓延すると、

教員間のコミュニケーションは減り、教員同士の

一体感が失われる。新規採用教員を学部全体で育

成するという意識も薄れる。しかも、そもそもカ

リキュラムや授業に問題があるせいで、学生が大

学での学びに意味や見通しを持てないという根本

的な原因から教員たちが目をそらすことにつなが

るのである。

　学生のパーソナル支援はその学年のゼミ担当

教員が協働であたるべきである。欠席しがちな

学生や指導がうまくいかない学生などについて

は、「うまくいかない事例こそ他の教員と一緒に

解決すべきだ」という原則で進めることが大切

だ。筆者の経験でも、他の教員とともに対処す

ることで好転した事例は多い。

　もちろんこうした「教員協働によるパーソナ

ル支援」は、担任制度を否定するものではない。

支援が必要なときに担任が即座に対応する体制

も必要である。しかし、担任を中心とはしつつも、

様々な授業を通じて何人もの教員が公式・非公

式な形で学生情報を共有し、一人ひとりの学生

の成長を見守る体制を作れば、担任のみのパー

ソナル支援よりはるかに大きな成果が得られる。

そのためにも、教員がフラットな人間関係のも

とでチームとして取組み、情報共有を定期的に

行い、担任に責任を押し付けない雰囲気を作り

上げることが必要である。

　なお、授業の協働開発や学生に対するパーソ

ナル支援体制をつくる際には、学部長によるトッ

プダウンではうまくいかない。教育方針を一方

的に押し付けるやり方を進めれば、組織的な教

育力を高めようという気運が失われるばかりか、

個々の教員の能力開発も進まなくなるのである。

　また、最近話題となっている教職協働につい

ては、授業の協働実施とは別のレベルで、やは

り重要である。全学的な視点を持っているのは

職員であることが多い。科目増加の弊害につい

ても職員の方がよく理解している。改革案を学

内で「通す」ための手続きにまつわる機微は職

員でなければわからない。

　北陸大学で新カリキュラムを構想する際には、

教員8人と教務課職員2人によるワーキンググ

ループを学部で立ち上げた。個々の教員の立場

を反映した意見によって科目数が増大しそうな

場面は何度もあったが、そのたびに職員の意見

がそれを押しとどめた。

　また、改革を進めるにあたり、規程の整備が

必要な場合もある。北陸大学では、文系と理系

で別々の履修規程が存在していたが、4学部体制

への移行を理由に、筆者が全学教務部長として

履修規程の全学一本化を手がけた。その過程で

は、様々な問題を解決するアイディアが絶えず
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必要になったが、その際も職員の知識や構想力

にとどまらず、他大学職員とのネットワークを

通じた情報収集力も問題の解決に大きく寄与し

たのである。

（5）広報活動・情報発信の方法の見直し

　学部の入学定員確保のために教員の高校訪問

が導入されることがある。だが、このような募

集活動はえてして大学教員の時間を奪い、同時

に高校教員の時間を奪うだけのものになりがち

である。そうなれば、大学と高校双方の教育力

の低下を招くだけである。

　学部の広報活動は、学部教育の方針とその仕

組みや成果について、責任を持って説明できる

立場の者が行うべきだ。つまり、高校訪問は学

部長の仕事であるといえる。

　学部長は学部改革の方向性について責任を持っ

て説明を行う立場にある。高校訪問をすれば、相

手の土俵で高校側の本音をじっくりと聞き出せる

機会にもなる。筆者自身、高校側の非常に辛辣な

コメントがその後の学部改革の大きなヒントと

なった経験がある。高校側の否定的な評価を受け

止める覚悟で訪問をすれば、学部改革のきっかけ

につながる可能性があるだろう。

　また、現在、高校と大学の間では、「高大接続

改革」により共通言語が生まれている。この機

会を積極的に捉えるべきである。

　多くの大学は、これまでにアクティブラーニ

ングや課題探究型学習、主体性等のコンピテン

シー育成などの教育プログラムを開発し、ノウ

ハウを蓄積している。実はそのノウハウは、今

や高校側が求めているものである。

　筆者は、2年前の進学説明会等において、学部

のコンセプトと教育改革の方向性を高大接続の

文脈や学力の3要素と関係づけて説明した。する

と、高大接続の意味がよくわかったという高校

の先生方からのコメントが相次いだ。そこから、

高校教員対象の高大接続研修会を毎年開催し、

大学のアクティブラーニング授業体験を行うよ

うになった。今年度は、高校教員だけでなく地

域企業や行政関係者を集めて2日間にわたるアク

ティブラーニング研修を開催することになって

いる。

　高校教員にとって役立つ内容や教育プログラ

ムを提供することは、学部の広報活動として重

要な視点となるのではなかろうか。

3．学部長に必要な
　　　　リーダーシップと課題　　▼

　教学改革の実行を担う主体は学部である。こ

れまで述べてきたように、学部長は、①学部教

育制度の構築、②学部教員の組織開発、③対外

コミュニケーションという3つの要素から構成さ

れる「学部マネジメント」を通して、自律的に

改革を推進する体制を構築しなければならない。

全学レベルでは学長のリーダーシップのもとで

学部長たちが協調しつつ、学部レベルでは学部

長がそれぞれリーダーシップを発揮し、各学部

が独自に改革を進めていく体制を構築できれば、

大学全体の教学改革も迅速に進むはずである。

　そのためにも、マネジメント能力を持った“強

い学部長”が求められる。これまで学部長には「調

整能力」が求められるとされてきた。しかし、

調整能力だけでこのような学部マネジメントを

行うことは難しいだろう。

　むしろ、学部長には、戦略的な思考にもとづ

きトップダウン的に方針を打ち出せる意思決定

能力と、教員たちが自由でフラットな人間関係

のもとで自律的かつ組織的に教育活動に取組め
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る雰囲気を作る組織開発能力と、さらには学外

の様々なステークホルダーの理解を得るための

説明能力が求められる。これらは学部長に必要

なマネジメント能力の根幹となるだろう。

　だが、実際のところ、そうした資質を持つ学

部長を選任する制度は多くの大学で整備されて

いない。学部長の選任方法や、権限と責任、さ

らには学部マネジメント人材の育成方法につい

ては、大学ガバナンス改革の中でほとんど検討

されてこなかったからである。

　そこでまず、学部長の選任に関する見直しが

必要だと考える。文部科学省の調査によれば、「学

内選挙の結果に基づき決定」する方法をとって

いるのは、国立大学は64%、公立大学・私立大

学は44%である。学部長の任期については「2年」

という回答が8割を越えている。学部長の平均年

齢も55歳から60歳前後である。学長の選考方法

は多くの大学で一変したが、学部長の選任方法

は以前とほとんど変わっていない。学部長がい

まだに“学部教員の利益代表”という意識を持ち、

全学の改革案に対して学部の立場を主張する行

動を取ることが多いのも当然といえるだろう。

　私見を述べれば、学部長は「学長の下にあり、

その統督を受ける」立場である以上、学長が選

任すべきだと考える。また、その際に学部マネ

ジメント能力の高い人材を登用する仕組みが必

要だ。学部内から選任する場合は必ずしも教授

でなくともよいし、公募による学部長採用があっ

てもよいだろう。

　次に、学部長の権限と責任を強化する仕組み

も必要だ。学部長は学長から学部運営に関する

権限を委譲され、一定の裁量の範囲内で学部に

関するマネジメントを担う権限を持たなければ

ならない。その権限は人事や予算にも及ぶべき

である。学長の後ろ盾がありつつ、学部内の最

終的な権限を持ち、責任を負ってこそ、学部長

は学部でリーダーシップを発揮できる。

　では、そのような資質・能力を持った教員の

育成はどうすればよいのか。

　一つには、若手教員のうちから現場でマネジ

メントを経験し、その過程で成長できる機会が

必要だろう。例えば、学部内で初年次教育改革

プロジェクトや地域連携活動等のプロジェクト

を実行する際には、学部長が若手教員をリーダー

に指名し、大きな方向性は指示するものの、実

行においては権限を委譲してすべてをまかせる

といった育成方法が考えられる。

　そのためにも、学内や学部内に自律的・分権

的な組織が必要だ。大学が中央集権型の統制シ

ステムになってしまうと、上意下達の雰囲気が

蔓延し、リーダーシップを持った若手人材が生

まれにくい。大学のガバナンス体制として望ま

しいのは、学内の様々なレベルで多様な世代の

教員がそれぞれ一定の権限と責任を果たし、そ

れが全学的に連動していくという分権的な体制

ではなかろうか。そうした体制の中でこそ教員

のマネジメント能力も開発されるといえる。

4．学部マネジメントを成立させる
全学的ガバナンス体制の構築　▼

　以上述べてきたことをまとめると、大学が教

学マネジメントを実行するにあたっては、学長

が全学的ガバナンス体制を確立しつつも、実行

の段階では学部長が学部内で大きな裁量権を持

ち、各学部が主体的に改革を行う「学部主導型

改革」が必要だということである。

　近年の大学ガバナンス改革では、改革への抵

抗勢力であった学部教授会の権限を弱め、その

一方で学長に権限を集中させてきた。それは確
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かに日本の大学を改革するためには必要なプロ

セスではあっただろう。しかし、改革の次の段

階としては、学部長による学部マネジメントの

確立がテーマとなるべきではなかろうか。

　先日発売された週刊東洋経済臨時増刊号「本

当に強い大学2018」特集の中で、オリックスシ

ニアチェアマン・大学経営協会理事長の宮内義

彦氏は、日本の大学はもっとアメリカの大学産

業をロールモデルとすべきであると述べた上で、

宮内氏自身が留学していたビジネススクール（ワ

シントン大学大学院経営学部）に関して次のよ

うに語っている。

他大学出身で全米公募で選ばれた学部長なの

ですが、「自分の公約を果たすために、びっく

りするほどの数の教授を入れ替えた」と言う

のです。「そんなことができるのか」と聞くと、

「権限を与えられている」と言う。その学部長

は非常に優秀で、すぐさまほかの学校に引き

抜かれました。

　このエピソードのポイントはもちろん、ビジ

ネススクール（経営大学院）の改革を担う主体

が学長ではなく学部長（研究科長）であることだ。

学部長が「公約」を掲げ、それを果たすための

人事権をも与えられているというアメリカの大

学の状況は、これまでの日本の大学改革に関す

る議論ではあまり意識されてこなかった点では

なかろうか。

　そして、このような“強い学部長”が学部を引っ

張っていくという分権型・分散型システムが機

能するためには、実は学長のリーダーシップが

強く求められる。

　現在の“弱い学部”は、公式の意思決定ルート以

外からの様々な影響を受けやすい。しかし、「学

長の下にあり、その統督を受ける」とは、学長

以外の統督を受けないことを意味する。「学部主

導型改革」が機能するためには、逆説的だが、

学長――学部長の指揮命令系統が確固としたも

のでなければならない。

　また、学長と学部長間だけでなく、学部長同

士のコミュニケーションを十分に取り、学長が

目指す大学改革の方向性について全学部のコン

センサスを形成していかなくてはならない。そ

のような機会がなければ、学部の縦割り意識が

強まっていくだろう。学長と学部長や学部長同

士で対立するのではなく、マネジメントチーム

となって動く組織づくりが求められる。

　そのためにはトップマネジメントチームの組

織開発を促進する研修が求められる。例えば学

長と学部長によるオフキャンパス合宿などを行

い、トップマネジメントチームづくりを意識的

に行うなどの取組みも有用だろう。

　以上、学部マネジメントを担う学部長のリー

ダーシップのあり方について、私見を述べてき

た。今後の日本の大学のガバナンス改革におけ

る論点の一つとなれば幸いである。

　お知らせ
　大学マネジメント研究会では、皆様のご意見を紙面に反映させるため、2014年4
月号より読者アンケートを開始いたしました。アンケートは当会HPより専用フォー
ムを利用してご回答いただけます。アンケート期間は毎月会誌発売日から翌月9日
までとなっております。記名無記名は、任意での記入となりますのでお気軽にご回
答くだされば幸いです。　　　　　　　　　　　（大学マネジメント研究会　事務局）
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